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住宅確保要配慮者の状況 

生活保護受給者 

高齢者のみの世帯 

ひとり親世帯 

単身の高齢者   65％ 

 60％ 

 55％ 

14％ H26 民間調査 

実績値 推計値 

65歳以上の単身世帯 

88 
118 

162 
220 

303 

386 

498 

601 

668 
701 730 

762 

（万世帯） 

○住宅確保要配慮者 
 

 ： 高齢者、障害者、子供を養育する者、低額所得者、外国人、被災者 などの 
   住宅の確保に配慮が必要な方 

 

 
○高齢者世帯の状況 
 

 ： 高齢者の単身世帯が大幅に増加する見込み 

○大家の入居拒否感 
 

 ： 家賃滞納、孤独死、事故・騒音等への不安 
   から、多くの大家が拒否感を感じている 
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「介護」、「医療」、「予防」という専門的なサービスと、その
前提としての「住まい」と「生活支援・福祉サービス」が相
互に関係し、連携しながら在宅の生活を支えている。 
 
【すまいとすまい方】 
生活の基盤として必要な住まいが整備され、本人の希望
と経済力にかなった住まい方が確保されていることが地
域包括ケアシステムの前提。高齢者のプライバシーと尊
厳が十分に守られた住環境が必要。 
 
【生活支援・福祉サービス】 
心身の能力の低下、経済的理由、家族関係の変化などで
も尊厳ある生活が継続できるよう生活支援を行う。 
生活支援には、食事の準備など、サービス化できる支援
から、近隣住民の声かけや見守りなどのインフォーマルな
支援まで幅広く、担い手も多様。生活困窮者などには、福
祉サービスとしての提供も。 
 
【介護・医療・予防】 
個々人の抱える課題にあわせて「介護･リハビリテーショ
ン」「医療・看護」「保健・予防」が専門職によって提供され
る（有機的に連携し、一体的に提供）。ケアマネジメントに
基づき、必要に応じて生活支援と一体的に提供。 
 
【本人・家族の選択と心構え】 
単身・高齢者のみ世帯が主流になる中で、在宅生活を選
択することの意味を、本人家族が理解し、そのための心
構えを持つことが重要。 

地域包括ケアシステムにおける「５つの構成要素」 

平成２５年３月地域包括ケア研究会報告書より 
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公的賃貸住宅 

（地域優良賃貸住宅など） 

入居の円滑化のための
枠組みの整備 

（居住支援協議会など） 

高齢者世帯、障害者世帯、 
子育て世帯等に対し、居住環境が
良好な賃貸住宅を供給 

低額所得者、高齢者、 
障害者等の民間賃貸住宅への 
円滑な入居の促進を支援 

重層的な住宅セーフティネット 

公営住宅 

セーフティネットの中核として、
真に住宅に困窮する低額所得者
向けの賃貸住宅を供給 
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＊ 平成28年度社会福祉推進事業 高齢者住宅財団調査（生活困窮者の賃貸住宅居住支援にかかる具体的な方策の普及に向けた検討事業）によるアンケート結果 

＊ 対象 ： 関東管内の自立相談支援事業所（87事業所） 

 

平均36.9件 

% 

H29.6.26 一般財団法人高齢者住宅財団資料をもとに作成 

自立相談支援事業所に寄せられる住まい相談状況 

■住まいに関する相談件数（Ｈ28. 4～9月） ■活用可能な社会資源 

% 

■居住支援における関係機関連携の課題（主な具体回答） 

 保証人がいない場合の対応に苦慮  

 住宅相談の背景に多重債務や家族関係の悪化、障害・疾患等の複合的な問題がある 

 不動産事業者との連携、理解ある不動産事業者の確保が困難 

 滞納が始まった段階での早期介入の必要性 
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居住支援の目的 

 住宅確保要配慮者が住み慣れた地域で円滑に住まいに入居でき、その住まいを拠点に必要

な生活支援・福祉サービスを受けられる環境を整備すること 

身寄りがなくて 
家が見つからない 
その後の生活も 

不安・・・ 

要配慮者 

協力不動産店 

協力家主 

協力家主 

協力家主 

協力家主 

協力家主 

協力家主 

○家賃債務保証 
○緊急通報 
○安否確認 
○緊急連絡先 
○死後サービス 等 

地域のサービスを 
組み合わせて 

生活を安定させましょう 

○介護 

○見守り・訪問 

○看護 

福祉系 
事業者 

福祉系 
事業者 

福祉系 
事業者 福祉系 

事業者 

○生活相談 協力家主 

適切な生活支援に
より、住宅困窮を
再発させない！ 

要配慮者だけど、
きちんと生活支援
を受けているなら、
安心して受け入れ

られるぞ！ 

福祉系 
事業者 

○自立支援・生活保護 

相談者・窓口 

要配慮者 
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○ 住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な入居の促進等を図るために、地方公共団体、不動産関係
団体、居住支援団体等が連携して、居住支援協議会※を設立 

 

○ 住宅確保要配慮者・民間賃貸住宅の賃貸人の双方に対し、住宅情報の提供等の支援を実施 

居住支援協議会の概要 

※ 住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律第10条第1項に基づく協議会 

■設立状況 

 ・69協議会が設立（Ｈ29年１１月末時点） 

 ○ 都道府県（全都道府県）   

 ○ 区市町（21区市町） 

   北海道本別町、山形県鶴岡市、多摩市、千代田区、文京

区、江東区、豊島区、杉並区、板橋区、世田谷区、八王

子市、調布市、日野市、川崎市、船橋市、岐阜市、京都

市、神戸市、北九州市、福岡市、大牟田市、熊本市 

 

■居住支援協議会による主な活動内容 

 ・メンバー間の意見・情報交換  

 ・要配慮者向けの民間賃貸住宅等の情報発信、 

  紹介・斡旋 

 ・住宅相談の実施 

 ・家賃債務保証制度、安否確認サービス等の紹介 

 ・賃貸人や要配慮者を対象とした講演会等の開催  

居住支援協議会 

生活福祉・ 
就労支援協議会 

地域住宅 
協議会 

(自立支援) 
協議会 

連
携 

居住支援団体 
 

居住支援法人 
ＮＰＯ 

社会福祉法人等 

不動産関係団体 
 

宅地建物取引業者 
賃貸住宅管理業者 

家主等 

地方公共団体 
（住宅・福祉部局） 

 

都道府県・市町村 

連携 
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地方ブロックにおける福祉・住宅行政の連携（関東ブロックの例） 

○ 生活困窮者、高齢者、障害者、子どもを育成する家庭等のうち生活や住宅に配慮を要する方々の住まいの

確保や生活の安定、自立の促進に係るセーフティネット機能の強化に向けて、関東信越厚生局と関東地方
整備局が連携して、地方公共団体等への支援に取り組む。 

■市区町村居住支援協議会に係る情報交換会 ■市区町村への個別訪問等 
 

 地域の実情を踏まえた、よりきめ細やかな居住支援を
実施するため、居住支援協議会について、体制構築や
運営にあたってのハードルを洗い出し、先進事例・関連
事例の紹介・意見交換等を通じて、市区町村単位の設
立促進等を図る。 

 

 ＜概要＞ 
 

主催 ： 関東地方整備局 建政部 住宅整備課 
 

共催 ： 関東信越厚生局 健康福祉部 地域包括ケア推進課 
 

参加 ： 居住支援協議会設立済市区町村、同設立意向市区町村、 

      都県、ほか （福祉・住宅両部局が参加） 
 

実績 ： H29.6.26に第１回、H29.10.18に第２回を開催 

予定 ： H30.2頃に第３回を開催予定 

 関東地方整備局が実施している、希望する
市区町村に直接伺って地域のすまいづくりの
課題について意見交換・情報交換を行う「市
区町村住まいづくり相談会」や、居住支援協
議会へのヒアリングについて、関東信越厚生
局と連携して実施。 

■その他、両地方局開催会議の相互参加 等 
Ｈ２８．１１ 第4回大規模集合住宅勉強会（厚生局主催） 

Ｈ２９．２ 関東信越厚生局地域包括ケア推進都県・政令市協議会（厚生局主催） 

Ｈ２９．４ 第5回大規模集合住宅勉強会（厚生局主催） 

Ｈ２９．７ 厚生局課長会議（厚生局主催） 

Ｈ２９．７ 大規模集合住宅勉強会  団地視察（厚生局主催）    

＜第1回情報交換会の様子＞ 

（参加状況） 
 

 ・住宅部局６９自治体、８２名 

 ・福祉部局３６自治体、５５名 
  ＊うち、２９自治体、８０名が両部局 

        から参加 
 

（主な議事） 
 

 ・居住支援の課題と居住支援協議会の役割 

 ・設立済団体の事例発表（埼玉県、川崎市）  

 ＜概要＞ 
 

主催 ： 関東地方整備局 建政部 住宅整備課 

協力 ： 関東信越厚生局 健康福祉部 地域包括ケア推進課 
       （居住支援に係る相談が寄せられた場合） 
 

参加 ： 市区町村、都県 

実績 ： １３市区町村    ※随時相談を募集中 

＜相談会の様子＞ 

＜ワークショップの様子＞ 

 都県、市区町村の希望者を対象に、居住
支援を テーマとしたワークショップを開催 

（福祉・住宅両部局が参加） 
 ○日時 ： 平成２９年１０月１１日開催 

○参加 ： 住宅部局１１名、福祉部局１５名 

■居住支援に係るワークショップ 
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事前アンケート結果（H29.5頃） 

【福祉部局】 
・現状の体制の下、住宅担当との連携の仕方がわからない。 

・これまで共通の課題として、住宅部局と顔を合わせる機会がなかった。 

・居住支援協議会を設立する際、福祉部局としてどのような関わり方を

すれば良いかわからない。 

・運営にあたり、複数ある福祉部所がどのような関わり方をするのが良

いのか。 

・ミスマッチが市内でどの程度発生しているのかが把握できていない。 

・職員数が少なく設立後に協議会業務が入ってきても対応が難しい。 

【住宅部局】 
・福祉部局との連携の方法（役割分担など）がわからない。（２３） 

・要配慮者からの相談がなく、居住支援ニーズが把握できていない。（２３） 

・設立方法がわからない。設立したときのメリットがわからない。（１０） 

・協力不動産事業者・協力物件が十分に確保できていない。（１０） 

・運営資金の確保が困難である。（７） 

・相談対応を担える人材がいない。（５） 

・市町村協議会の設立促進をどのように進めていけばよいか。（４） 

■課題と感じていること（主な回答） 

【福祉部局】 
・住宅部局と福祉部局とお互いの課題を提供し合い、施策について情

報交換を行いたい。 

・住宅部局や不動産業者等と情報交換できる機会があればよい。 

・住宅施策において、どんな福祉支援ニーズがあるか教えて欲しい。 

・福祉部局が主催する障害者の地域移行に関する研修について関係

機関への周知と参加を積極的に行って欲しい。 

・人口規模の小さい自治体だが、県営住宅担当部局との接点が全くあ

りません。福祉部局が担当するのはいわゆる社会的弱者といわれる

方々のため、家賃の安い公営住宅は大きな選択肢となります。 

【住宅部局】 
・どんな居住支援ニーズがあるのか情報提供してほしい。（１９） 

・入居相談や入居後支援をお願いしたい。（９） 

・事務局運営への参画。（９） 

・福祉制度と連携して進めたい（地域包括ケアシステム、生活困窮者自立支援制度など）。（７） 

・協議会への積極参加。（５） 

・連携できる福祉系事業者を紹介してほしい。（５） 

・福祉部局が住まいの確保に関してどんな対応をし、どんな課題があるの

か情報がほしい。（３） 

・地域ケア会議など、福祉部局の会議体に参加したい。（２） 

・不動産店との連携方法・代理納付の推進等について議論したい。（２） 

■（福祉部局が住宅部局に、住宅部局が福祉部局に）期待すること（主な回答） 
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第１回情報交換会アンケート結果（H29.6頃） 

【福祉部局】 
・部局をまたがる連携を要するため、プロジェクトチームの立ち上げが求められる。 

・庁内関係課の意識の違いや不足。譲り合いお見合いの状態とリーダーの不在。 

・住宅部局に協議会の必要性を理解してもらうこと。住宅部局への福祉政策へのインセンティブの持たせ方。 

・住宅部局から協力を得ること。住宅部局のモチベーションの低さ。 

・携わる職員が課題をしっかりと共有すること。直接の担当が担当だと自覚せず、本来与えるべき情報等が住民に提供されていない部分を問題と感じて

いない未熟さが恥ずかしい。 

・居住支援の相談を受ける支援員の人材養成と福祉と住宅部局の連携強化。 

・居住支援協議会の業務範囲→住宅部局が所管となっている中で、どこまで福祉寄りの業務を担ってもらえるか。 

・入居後のサービス支援体制の確保。 

・総合相談を受ける（引き出す）ため、地域の居場所がやはり大事。 

【住宅部局】 
・支援スキーム全体の整理（福祉と住宅の業務を包括して把握している状況でないため）。 

・関係部局、機関との連携を密にし、相談窓口の一元化や補助金制度の拡充が必要（縦割りで機能が不十分）。 

・関係課各部門がわが事としてとらえてくれること。 

・福祉部局が持つ現場の声をいかに不動産業界とマッチングさせるか。 

・福祉部局は、住宅の問題は住宅部局で対応すべきという考えが強い。まずは、お互いに話をすることが重要。 

・福祉部局の協力。住宅を確保するだけでは要配慮者の住まいの安定にはつながらない。福祉部局は、住宅確保後のソフト的な支援を重視しておらず、

協力体制が構築できず居住支援体制が整わない。 

・福祉部局を介した居住支援団体の掘り起こし。 

・住宅部局との温度差。 

・プレイヤーになるには両部局ともマンパワーが不足している。支援に係る費用は誰が負担すべきか、も課題。 

・不動産業者、オーナーの理解を求める工夫、空き室の把握。 

■住宅確保要配慮者の居住支援を進めるにあたっての課題や取るべき行動（主な回答） 
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第２回情報交換会アンケート結果（H29.10頃） 

【福祉部局】 
・物件探しは自力で行って頂くことが多く、不動産業者と直接調整ができていなかったので、不動産業者インタビューは非常に参考になった。 

・住宅部門の方との連携の取り組み方を具体的に知る機会になり、参考となった。 

・本市では市営住宅・生活困窮者支援・地域包括ケア・社協が全く連携が取れていない。まずは庁内で連携を深め、関係機関へ働きかけていきたい。 

・本日のような機会に参加することで、別の視点を養うきっかけになり、ありがたい。職場でフィードバックし、活用していきたい。 

・行政間の連携だけでなく、民間との協働した事例について、住宅部門、福祉部門、それぞれの立場から情報を伺いたい。 

・今後社協も含めた支援体制の構築を検討したいと考えておりとても参考になった。 

・ワークショップの内容や報告を詳しく聞きたかった。 

【住宅部局】 
・今回の実例をもとに立上げの材料として検討していきたい。今回の資料を地元不動産業者や地域包括との意見交換会に使用したい。 

・不動産団体を通じた各個別の不動産店舗へのアプローチ方法について、研修会を活用したという福岡市を参考にしたい。 

・具体的なプロセスの紹介が大変参考になった。発表の後に質疑が多く出され、他団体の悩みなどを聞け、大変参考になった。 

・不動産屋へ福祉的対応の理解を深めることが大切だと地域の社協から言われたばかりで、情報連携から行動連携への道のりのヒントを得た。 

・社会福祉協議会との連携が重要であることがよく理解できた。 

・貸す側、借りる側の需要をとらえ、双方にメリットがある仕組み作りが重要だと知ることができた。 

・H31～H32を目標に居住支援協議会設立を検討している。福祉部局との関わり方や空き家の活用についてヒントをいただいた。 

・自主財源での持続可能な取り組みについて、様々なヒントを得ることが出来た。 

・不動産業者インタビューについては、このようなことをやりたくてもなかなかできない。ありがたい情報提供でした。 

・住宅確保要配慮者に対する家賃債務保証について、民間の保証会社の審査が通らない方への対応が依然課題であると気づかされた。 

・「居住支援」は「生活支援」という実態がわかった。 

・プラットホーム（支援団体）をつくることで、居住支援協議会の役割を担うことが出来ることが参考になった。 

■参考になった議題、その他ご意見（主な回答） 

■ワークショップの参加希望 

希望する 
７名(11%) 

場合によっては希望する 
３５名(53％) 

希望しない 

６名(9%) 
回答なし 
１８名(27%) 12 



両地方局共催による居住支援に係るワークショップ 

○ 福祉・住宅連携の意義・課題を掘り下げるとともに、地域包括ケアシステムにおける住まいの重要性につい
て両部局の相互理解を深めることを目的として、関東信越厚生局と関東地方整備局の共催による居住支援
に係るワークショップを開催。 

 ＜概要＞ 
 

主催 ： 関東地方整備局 建政部 住宅整備課 
 
 

共催 ： 関東信越厚生局 健康福祉部 地域包括ケア推進課 
 

 

 

日時 ： 平成29年10月11日（水）13：00～16：30 

参加 ： 都県・市区町村 住宅部局・福祉部局 職員 26名 

      （住宅部局 11名 福祉部局 15名） 
 

 目的 ： 具体の事例検討を通して居住支援活動を疑似体験し、 

       福祉・住宅両部局の制度・施策・実務への相互理解を 

       深め、連携の意義・課題を掘り下げる。 

 ＜ワークショップの流れ＞ 
 

 

○グループごとの自己紹介 

 ↓ 

○ワークショップの主旨、進め方の説明（１０分） 

 ↓ 

○ワーク１ 「ここが難しい！住宅と福祉の連携」（２０分） 
 

 ＊ 日頃感じている連携の課題・難しさを共有・発表 

 ↓ 

○ワーク２ 事例検討１（４５分） 
○ワーク３ 事例検討２（４５分） 
 

 ＊ 以下のモデルケースを通じ、「この方が大家さんに 

   断られる理由」「この方にどんな支援をすればいいか」 
   をグループで検討、発表 
 

   

 

 

 

 

 
 

 ↓ 

○ワーク４ 「どうすれば、住宅確保要配慮者が安心して暮らせる住宅を確保
できるネットワーク（仕組み）をつくることができるか」（５０分） 

 

 ＊ 「住宅部局・福祉部局のメリットは何か（どうすればメリットを理解してもらえるか」 
   「どうすれば、適切な支援を行うネットワークを構築できるか」を検討、発表 

 ↓ 

○全体講評 

＊ ファシリテータ   厚生労働省社会・援護局地域福祉課 梅本政隆氏 

＊ コメンテータ     日本大学文理学部社会福祉学科 諏訪徹教授 

＊ 事務局        （一財）高齢者住宅財団 

ケース 

１ 

度重なる家賃滞納により退去を申し渡された高齢単身
男性。収入は月6万円の年金のみで、身寄りはない。 

ケース 

２ 

老朽アパートの建て替えに伴い、立ち退きを申し渡され
た高齢単身女性。収入は月15万円の年金、身寄りはな
い。耳が遠く、コミュニケーションにやや難。 

ケース 

３ 

夫の借金がもとで離婚した、現在友人宅を間借り中の子
供2人の母子家庭。無職で親にも頼れない。 

＜ワークショップの様子＞ 

 ＜参加者の声＞ 
 

○ 住宅と福祉の距離を感じていたが、住まいを探す個人からすれば、
非常に密接だと感じた。一緒にできることを広げていきたい。 

 

○ 住宅部局にできることを積極的にやっていくことが、福祉部局の協力
を得られることに繋がると感じた。 

 

○ 他市や相手部局の実情が伺えて勉強になった。 
 

○ （ワークショップは）関係者が同じ方向を向くために役に立ちそう。一
歩進めるきっかけづくりになると思った。 

 

○ より具体的な話に繋がるよう、もっと身近な地域単位で実施してほし
い。継続的に実施してほしい。 

 

○ 不動産業者など、民間のプレーヤーを含めた開催をしてほしい。 
 

○ 具体的な施策のイメージはできなかったが、連携のヒントをつかめた。 
 

○ それぞれの立場で視点が異なるため、情報共有が重要と感じた。実
際に自市で起きている課題について、福祉部局と話してみたい。 13 



目次 
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１．関東ブロックにおける福祉・住宅連携による
居住支援の取組 

 
２．新たな住宅セーフティネット制度（平成29年10月

25日施行） の概要と動向 



③ 住宅確保要配慮者のマッチング・入居支援  

② 専用住宅の改修・入居への経済的支援 

① 住宅確保要配慮者の入居を拒まない賃貸住宅の登録制度 

新たな住宅セーフティネット制度の施行 
※ 住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（住宅セーフティネット法）の一部を改正する法律（平成29年4月26日公布 10月25日施行） 

賃
貸
人 

保
証
会
社 

要
配
慮
者 

入居 

都道府県等 

登録 情報提供 

要配慮者の入居を 
拒まない住宅（登録住宅） 

家賃・家賃債務 
保証料の低廉化 

・改修費補助 
 （立上り期に国の直接 
  補助あり） 

・家賃低廉化補助 
・改修費融資 
 （住宅金融支援機構） 

・家賃債務 
 保証料補助 

居住支援協議会 

不動産関係団体 
宅地建物取引業者 

賃貸住宅管理業者、家主等 

 
居住支援団体 

居住支援法人 
社会福祉法人、ＮＰＯ等 

地方公共団体 
（住宅部局・福祉部局） 

居
住
支
援
法
人 

入居 
支援等 

居住支援活動への補助 

【新たな住宅セーフティネット制度のイメージ】 

国と地方公共団体等
による支援 

10月25日に施行 

住宅確保要配慮者 ： 低額所得者、被災者、高齢者、障害者、子供を養育する者、外国人 など 
15 



セーフティネット住宅情報提供システムの開設 

国では、セーフティネット住宅※をWeb上で検索・閲覧できるとともに、事業者による登録申請
や地方公共団体における登録事務などを支援するための「セーフティネット住宅情報提供システ
ム」を広く提供します。（平成29年10月20日より） ※住宅セーフティネット法に基づき都道府県等に登録さ 

 れた、住宅確保要配慮者の入居を拒まない賃貸住宅 

情報提供 
システム 

都
道
府
県
等 

事業者 

①セーフティネット
住宅の登録データ

の入力 

②登録申請書
の印刷 

③登録申請 

④登録手続き 

⑤セーフティネット
住宅の検索・閲覧 

要配慮者等 
※H30.1.30現在 総登録件数 25 件  総登録戸数 109 戸 

http://www.safetynet-jutaku.jp/guest/index.php 
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登録事例 

17 



登録事例 
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登録事例 

19 



登録事例 

20 



セーフティネット住宅を活用したまちづくり例 

まちなか 

ごちゃまぜ 

○○センター 

支援活動の拠点 

セーフティネット住宅 

セーフティネット住宅 

セーフティネット住宅 

セーフティネット住宅 

セーフティネット住宅 

セーフティネット住宅（シェアハウス） 

生活相談 

見守り 

生活支援 

医療・介護 

低額所得者 被災者 

高齢者 

障害者 

子どもを養育している者 

家主 

低額
所得 

高齢者 障害者 

＜専用の登録住宅改修補助＞ 
・1/3補助 
・上限100万円×室数 
 
 ※改修後、専用住宅として、 

  10年間以上使用が条件 

 
＜補助対象＞ 
・調査・設計 
・バリアフリー化工事 
・耐震化工事 
・用途変更に伴う工事 
 （スプリンクラー工事を含む） 

21 



○ 規模 

 ・床面積が一定の規模以上であること 

   ※ 各戸25㎡以上 
     ただし、共用部分に共同で利用する台所等 
     を備えることで、各戸に備える場合と同等 
     以上の居住環境が確保されるときは、 
     18㎡以上 

   ※ 共同居住型住宅の場合、別途定める基準 
 

○ 構造・設備 

 ・耐震性を有すること 

 ・一定の設備（台所、便所、洗面、浴室等） 
  を設置していること 
 

○ 家賃が近傍同種の住宅と均衡を失し 
  ないこと 
 

○ 基本方針・地方公共団体が定める 
  計画に照らして適切であること  等 

登録基準 

○ 住宅全体 

 ・住宅全体の面積 

   15 ㎡ × N ＋ 10㎡以上  

           （N:居住人数、N≧２） 

○ 専用居室 

 ・専用居室の入居者は１人とする 

 ・専用居室の面積 

   ９㎡以上（造り付けの収納の面積を含む） 

 

○ 共用部分 

 ・共用部分に、居間・食堂・台所、便所、洗面、 
  洗濯室（場）、浴室又はシャワー室を設ける 

 ・便所、洗面、浴室又はシャワー室は、居住人 
  数概ね５人につき１箇所の割合で設ける 

共同居住型住宅の基準 

※ 地方公共団体が供給促進計画で定めることで、耐震性 
  等を除く基準の一部について、強化・緩和が可能 
 

※ １戸から登録可能 

住宅の登録基準 

22 



規模に係る登録基準の適用の考え方 （一部共用） 

■ 賃貸アパート内の空き室一室を談話室として居住者に開放 

■ 隣接敷地に談話室を設置 

DOWN 
屋外廊下 

25号室 

（18㎡） 
24号室 

（18㎡） 
23号室 

（18㎡） 
22号室 

（18㎡） 
談話室
（18㎡） 

○各戸（18㎡）に便所・風呂・台所等あり 

○空き室一室を談話室として開放 

一部を共用とする場合の基準（各戸18

㎡以上）の適用が可能 

A棟 B棟 

談話室
（5㎡） 

公道 ○各戸（18㎡）に便所・風呂・台所等あり 

○隣接敷地にプレハブの談話室（上下水道
設備なし）を設置 

一部を共用とする場合の基準（各戸18

㎡以上）の適用が可能 

賃貸住宅団地 
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規模に係る登録基準の適用の考え方 （シェアハウス） 

■ 賃貸アパート内の空き室一室を談話室として居住者に開放 

DOWN 
屋外廊下（20㎡） 

25号室 

（15㎡） 
24号室 

（15㎡） 
23号室 

（15㎡） 
22号室 

（15㎡） 
談話室
（15㎡） 

○各戸（15㎡）に便所・浴室・台所等あり 

○空き室一室を談話室として開放 

○各戸は単身者用 

シェアハウスの基準（各戸9㎡以上、全体
70㎡※以上等）の適用が可能 
※15㎡×4戸＋10㎡＝70㎡（このケースは75㎡でOK） 

○各戸（15㎡）に便所・浴室・台所等あり 

○エレベーターホールの一部にテーブルと椅
子を置き、談話スペースとして利用 

シェアハウスの基準（各戸9㎡以上、全体
100㎡※以上等）の適用が可能 
※15㎡×6戸＋10㎡＝100㎡（このケースは140㎡でOK） 

EV 
談話スペース（3㎡） 

屋内廊下 

フロアの床面積：140㎡ 

フロアの住戸数：6戸 

DOWN 

■ エレベーターホールの一部を談話スペース化 

24 



規模に係る登録基準（面積基準）の緩和の事例 

  
各居住部分の床面積 

居間、食堂、台所その他の住宅の部分を共
用する場合の各居住部分の床面積 

 

埼玉県（※） 
 

25㎡以上 → 20㎡以上 18㎡以上 → 13.2㎡以上 

 

東京都 

 

25㎡以上 → 20㎡以上 18㎡以上 → 13㎡以上 

 

岐阜県 

 

25㎡以上 → 23㎡以上 18㎡以上 → 16㎡以上 

既存住宅の活用を前提とするセーフティネット住宅や、既存の建物の改良や改修によりサービス付き高齢者向
け住宅とするものについては、一部の地方公共団体において、規模に係る登録基準（面積基準）を緩和 

※ 既存の建物は、サービス付き高齢者向け住宅の制度開始前の平成23年10月19日までに建築工事が完了した建物が対象 

■サービス付き高齢者向け住宅（既存の建物の改良や改修によるもの） 

■セーフティネット住宅 

  
各居住部分の床面積 

台所、収納設備、浴室その他の住宅の部分
を共用する場合の各居住部分の床面積 

 

大阪府 

 

25㎡以上 → 18㎡以上 18㎡以上（緩和なし） 

25 



新たな住宅セーフティネット制度に基づく支援策のイメージ 

専用住宅 登録住宅 

・改修費への補助 
 （国による直接補助／地方公共団体を通じた補助） 

・家賃／家賃債務保証料低廉化への補助 
 （地方公共団体を通じた補助のみ） 

支援策 

支援策 

（要配慮者が入居する場合） 
・家賃債務保証保険の利用 
 （（独）住宅金融支援機構による保険引受け） 

・代理納付に関する手続の利用 

・居住支援の実施 
 （居住支援協議会・居住支援法人への補助） 
 

（登録住宅全体） 
・改修費への融資 
 （（独）住宅金融支援機構による融資） 

・住宅確保要配慮者専用住宅として登録
した住宅。 

・複数の属性の住宅確保要配慮者を入
居対象者として設定することが可能。 

・住宅確保要配慮者の入居を拒まない
住宅として登録した住宅。 

26 



① 登録住宅に対する改修費補助【予算】  

 

 

 

 

 

 

 

② （独）住宅金融支援機構による登録住宅に対する改修費融資等【法律・予算】 

１．登録住宅の改修に対する支援措置 
（補助を受けた住宅は専用住宅化） 

２．低額所得者の入居負担軽減のための支援措置【予算】 

（専用の住宅として登録された住宅の場合） 

補助対象 
① 家賃低廉化に要する費用   ②入居時の家賃債務保証料 
 （国費上限２万円／月・戸）  （国費上限3万円／戸） 

補助率 国１／２ ＋ 地方１／２（地方が実施する場合の間接補助） 

入居者要件等 入居者収入及び補助期間について一定要件あり 

登録住宅の改修・入居への経済的支援 

補助対象工事 バリアフリー工事、耐震改修工事、用途変更工事等 

補助率 
【補助金】：国１／３（制度の立上り期、国の直接補助） 

【交付金】：国１／３ ＋ 地方１／３ 
      （地方公共団体が実施する場合の間接補助） 

入居者要件等 入居者収入及び家賃水準（特に補助金）について一定要件あり 

27 



住宅金融支援機構によるリフォーム融資 

登録住宅のリフォーム資金を （独） 住宅金融支援機構 （JHF） による融資対象とする。 

融資額の上限 融資対象工事費用の８割（10万円単位） 

返済期間 20年以内（１年単位） 

融資金利 
全期間固定金利 
※ 具体的な金利水準については、ＪＨＦホームページに掲載 

融資の対象となる
リフォーム工事 

国・地方公共団体による登録住宅に対する改修費補助の対象
となる工事等を含むリフォーム工事 

登録住宅の 
賃貸人 

ＪＨＦ 要配慮者等 
賃貸 

リフォーム 
資金融資 

返済 

○ 融資の内容 

10月25日～ 
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居住支援法人とは 
 ・居住支援法人とは、住宅セーフティネット法に基づき、居住支援を行う法人※として、都道府県が指定するもの 

 ・都道府県は、住宅確保要配慮者の居住支援に係る新たな担い手として、指定することが可能 

                   ※住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給促進に関する法律第40条に規定する法人 

● 居住支援法人に指定される法人 
 

 ・NPO法人、一般社団法人、一般財団法人 
  （公益社団法人・財団法人を含む） 
 ・社会福祉法人 
 ・居住支援を目的とする会社 等 

● 居住支援法人の行う業務 
 

 ① 登録住宅の入居者への家賃債務保証 
 ② 住宅相談など賃貸住宅への円滑な入居に係る 
   情報提供・相談 
 ③ 見守りなど要配慮者への生活支援 
 ④ ①～③に附帯する業務 

都道府県知事 

居住支援法人 

支援 

指定 申請 

【制度スキーム】 

国 

● 居住支援法人への支援措置 
 

 ・居住支援法人が行う業務（上記①～④）に係る活動に対し支援（定額補助、補助限度額1,000万円）。 
 ［Ｈ２９年度予算］重層的住宅セーフティネット構築支援事業（４．５億円）の内数 
  ※応募要件など詳細については「応募要領」をご覧ください。 

居住支援法人制度の概要 

※ 居住支援法人は必ずしも①～④のすべての業務を行わな
ければならないものではない。 
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目 的 

  住宅確保要配慮者（低額所得者、被災者、高齢者、障害者、子どもを養育する者、その他住宅の確保に特
に配慮を要する者）の民間賃貸住宅（住宅確保要配慮者の入居を拒まない賃貸住宅等）への円滑な入居を促
進するため、居住支援法人による住宅確保要配慮者の入居円滑化の取組み等を支援する。 

【事業内容】 

  
平成29年度予算：重層的住宅セーフティネット構築

支援事業4.5億円の内数 

居住支援法人活動支援事業の概要 

（１）応募対象の事業 
 ・ 入居相談（不動産店への同行やコーディネートなど民間賃貸住宅への円滑な入居支援） 
 ・ 居住支援サービス（定期的な見守りや家賃滞納時等における生活相談などの生活支援） 

（２）応募要件 
 ・ 居住支援法人であること 
 ・ 地方公共団体または居住支援協議会と連携していること 
 ・ 要配慮者向けの常設の相談窓口を設置していること 
 ・ 要配慮者の居住支援に係る意欲的な取り組みを行っていると認められること 

（３）補助金の額 
 ・ 居住支援法人の活動経費に対して単年度あたり1,000万円を限度に支援（補助率10/10） 
 ・ 活動内容に応じて補助上限額を設定 

 ※対面等による定期的な見守り及
び家賃滞納時等における生活相
談等に加えて家賃債務保証又は
サブリースを行う場合、居住支
援サービスの補助上限額がそれ
ぞれ100万円加算されます。 

補助上限額

①入居相談 不動産店への同行又はコーディネート等 　300万円

対面等による定期的な見守り及び家賃滞納時

等における生活相談等
　500万円

家賃債務保証を併せて行う場合※

（住宅確保要配慮者を対象に自ら提供）
　＋100万円

サブリースを併せて行う場合※

（入居対象者を住宅確保要配慮者に限定して実施）
　＋100万円

活動内容

②居住支援サービス

居住支援法人活動支援事業 10月25日～ 
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居住支援法人の指定状況 

都道府県 指定数 法人名 

 北海道 1  ホームネット株式会社 

 神奈川県 1  ホームネット株式会社 

 愛知県 1  特定非営利活動法人たすけあい名古屋 

 大阪府 
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 特定非営利活動法人 生活支援機構ALL 

 特定非営利活動法人 大阪市市民生活支援センター 

 一般社団法人 大阪希望館 

 社会福祉法人 岸和田市社会福祉協議会 

 社会福祉法人 みささぎ会 

 特定非営利活動法人 南市岡地域活動協議会 

 一般財団法人 ヒューマンライツ協会 

 特定非営利活動法人 ゆうかり 

 一般社団法人 みらいテラス 

 NPO法人 HELLOlife 

 ＮＰＯ法人 アクティブライフ・サン 

 ホームネット株式会社 

 よどきり医療と介護のまちづくり株式会社 

 奈良県 1  社会福祉法人やすらぎ会 

 岡山県 1  特定非営利活動法人おかやま入居支援センター 

 福岡県 5 

 特定非営利活動法人抱僕 

 一般社団法人そーしゃる・おふぃす 

 株式会社クラスケア 

 特定非営利活動法人セーフティネットNeedsMe 

 ホームネット株式会社 

 熊本県 1  社会福祉法人肥後自活団 

 鹿児島県 1  特定非営利活動法人やどかりサポート鹿児島 

※平成30年1月29日現在で都道府県から報告があったもの 

■ 上記の他、指定基準等をHPで公表している都道府県 

都道府県 URL 

 東京都  http://www.toshiseibi.metro.tokyo.jp/juutaku_seisaku/kyojushien.html 

 兵庫県  https://web.pref.hyogo.lg.jp/ks26/shienhoujin.html 

■ 居住支援法人の指定状況 
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登録業者のメリット 

○ 適正に家賃債務保証の業務を行うことができる者として国が登録
し情報提供 

○ 登録住宅に入居する住宅確保要配慮者に対し家賃債務を保証する
場合に、住宅金融支援機構による家賃債務保証保険の引受けの対象 

○ 専用住宅に低額所得者が入居する場合に実施可能な家賃債務保証
料の低廉化補助の対象 

家賃債務保証業者の登録制度 

○ 適正に家賃債務保証の業務を行うことができる者として一定の要件を満たす家賃債務保証業者を国に
登録する制度を創設し、その情報を広く提供します。 

①家賃債務保証業者の登録制度の概要 

②登録の基準 

○ 以下の基準等に適合する家賃債務保証業者を登録 

 ・暴力団員等の関与がない 
 ・安定的に業務を運営するための財産的基礎（純資産額1,000万円以上） 
 ・法令等遵守のための研修の実施 
 ・業務に関する基準を規定した内部規則・組織体制の整備 
 ・求償権の行使方法が適切である 
 ・相談又は苦情に応ずるための体制整備 
 ・法人の場合、家賃債務保証業を５年以上継続していること又は常務に従事

する役員のうちに、家賃債務保証業務に３年以上従事した経験がある 
 ・使用人（事務所の代表者）について家賃債務保証業の経験が１年以上 等  

○ 適正に家賃債務保証の業務を行うことができる者として一定の要
件を満たす家賃債務保証業者を国に登録することが可能（５年毎
の更新制） 

○ なお、これは任意の登録制度であり、登録をしなくても家賃債務
保証業を営むことは可能 

 

○ 登録の事務は国土交通省の地方整備局等で行うので、家賃債務
保証業者は、主たる事務所がある地域を管轄する地方整備局等に
登録申請等を行うこととなる 

③業務適正化のためのルール 

○ 登録された家賃債務保証業者は、以下のルール等を遵守 

 ・登録業者の従業者であることを証する証明書の携帯 
 ・暴力団員等の排除 
 ・虚偽告知及び誇大広告の禁止 
 ・違約金等について消費者契約法に反する契約の制限 
 ・契約締結までに重要な事項に関する説明・書面交付 
 ・契約締結時の書面交付 
 ・賃借人毎の弁済履歴を記録した帳簿の備付け 
 ・登録業者であることを表示する標識の掲示 
 ・受領した家賃等について自己の財産と分別して管理 
 ・業務及び財産の分別管理等の状況の報告 等 

④登録業者に対する指導等 

○ 登録業者に対して以下の指導等を実施 

 ・適正な業務運営確保のための報告徴収及び資料提出 
 ・違反行為等に係る指導、助言、勧告及び登録の抹消 
 ・登録の取消等の事実の公表 等 

※家賃債務保証業者登録規程（国土交通省告示） 
 公布：平成29年10月２日 
 施行：平成29年10月25日 
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登録家賃債務保証業者 

国土交通省は、「家賃債務保証業者登録規程」に基づき、家賃債務保証業を適正かつ確実に実施
することができると認められた事業者として、以下のとおり２９事業者を登録しました。うち関東に本
社のある事業者は１６事業者です。※H30.1.25国土交通省HP掲載時点 

http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_fr7_000028.html 

事業者名 本社所在地 登録番号 

 株式会社オリコフォレントインシュア  東京都港区 国土交通大臣（１）第１号 

 日商ギャランティー株式会社  兵庫県神戸市 国土交通大臣（１）第２号 

 株式会社近畿保証サービス  兵庫県神戸市 国土交通大臣（１）第３号 

 一般財団法人高齢者住宅財団  東京都千代田区 国土交通大臣（１）第４号 

 株式会社ギャランティー・アンド・ファクタリング  熊本県熊本市 国土交通大臣（１）第５号 

 ハウスリーブ株式会社  東京都港区 国土交通大臣（１）第６号 

 フォーシーズ株式会社  東京都港区 国土交通大臣（１）第７号 

 日本セーフティー株式会社  大阪府大阪市西区 国土交通大臣（１）第８号 

 株式会社賃貸保証サービス  宮城県仙台市青葉区 国土交通大臣（１）第９号 

 株式会社コマーシュ福岡  福岡県福岡市博多区 国土交通大臣（１）第10号 

 あんしん保証株式会社  東京都中央区 国土交通大臣（１）第11号 

 プラザ賃貸管理保証株式会社  東京都中野区 国土交通大臣（１）第12号 

 株式会社レキオス  沖縄県那覇市 国土交通大臣（１）第13号 

 株式会社南大阪保証サービス  大阪府堺市中区 国土交通大臣（１）第14号 

 株式会社エポスカード  東京都中野区 国土交通大臣（１）第15号 

 全保連株式会社  沖縄県那覇市 国土交通大臣（１）第16号 

 ALEMO株式会社  東京都中野区 国土交通大臣（１）第17号 

 エルズサポート株式会社  東京都新宿区 国土交通大臣（１）第18号 

 株式会社エフアール信用保証  大阪府大阪市天王寺区 国土交通大臣（１）第19号 

 ジェイリース株式会社  大分県大分市 国土交通大臣（１）第20号 

 株式会社Casa  東京都新宿区 国土交通大臣（１）第21号 

 株式会社ジョイフルサポート  福岡県北九州市八幡東区 国土交通大臣（１）第22号 

 リビングネットワークサービス株式会社  京都府京都市下京区 国土交通大臣（１）第23号 

 ウィズライフ賃貸保証株式会社  東京都台東区 国土交通大臣（１）第24号 

 株式会社PｰRent  東京都新宿区 国土交通大臣（１）第25号 

 株式会社いえらぶパートナーズ  東京都新宿区 国土交通大臣（１）第26号 

 株式会社ダ・カーポ  東京都北区 国土交通大臣（１）第27号 

 株式会社バーチャルペイメント  東京都港区 国土交通大臣（１）第28号 

 賃住保証サービス株式会社  東京都江戸川区 国土交通大臣（１）第29号 
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大家さん・事業者向けのハンドブック等の作成 

【シェアハウスガイドブック】 
 

・空き家等をシェアハウスとして活用しよう
という住宅所有者等に対して、運営管理
等のポイントをまとめたもの 

【大家さん向け住宅確保要配慮者受入れハンドブック】 
 

・要配慮者を受け入れる際の賃貸人の懸念を払拭するため
のＱ＆Ａをとりまとめたもの 

・Ｑ＆Ａの補足や制度概要等を掲載した解説版も作成・公表 

新たな住宅セーフティネット制度における賃貸住宅の登録を促進するため、要配慮者
の受け入れに関するハンドブック及びシェアハウスの運営管理等に関するガイドブック
を作成・公表するとともに、不動産関係団体や居住支援協議会等に配布 

http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk3_000055.html 
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